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平成２７年５月 

 



 この財政事情は、市民のみなさまに市の財政状況を広く知っていただくため、毎年 5月と 11月に公表してい

るものです。 

 今回は、平成 26 年度末（平成 27 年 3 月 31 日現在）の予算の執行状況と平成 27 年度予算の概要につい

てお知らせします。 

 この公表を通じて、本市の財政事情についてのご理解と、市勢発展へより一層のご協力を賜りますようお願

い致します。 
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本書の集計額等は、表示単位未満を四捨五入しているので、端数において合計とは一致しない場合があります。 

人口、世帯数及び面積 

 (1) 人  口 115,531 人 

 (2) 世 帯 数 42,196 世帯 

 (3) 面  積 388.37 ㎢ 

（平成２７年４月１日現在） 
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１ 平成 26 年度下半期における予算の推移 

 

(1) 予算の推移 

 平成 26 年度の最終予算額は、一般会計 510 億 5,373 万 9,000 円、特別会計 269 億 4,954 万 1,000 円の

合計 780億 328万円となっています。この最終予算額は、当初予算額に 6月、9月、第 2回臨時会、12月、

3 月議会における補正予算額を反映させた金額です。 

 

 

各会計予算 

（単位：千円） 

 当初 
予算額 

6 月議会 
補正額 

9 月議会 
補正額 

第 2 回 
臨時会 
補正額 

12 月議会 
補正額 

3 月議会 
補正額 

予算現額 

一 般 会 計 46,600,000 82,361 961,774 39,257 1,321,969 2,048,378 51,053,739 

特 
 

 
 

 

別 
 

 
 

 

会 
 

 
 

 

計 

国民健康保険 
（ 事 業 勘 定 ） 

10,967,000 1,998 77,040  50,902 94,867 11,191,807 

国民健康保険 
（ 施 設 勘 定 ） 

1,936,000  10,700  22,734  1,969,434 

後 期 高 齢 者 
医 療 

992,000    240  992,240 

介 護 保 険 7,720,000  10,383  △2,651 3,500 7,731,232 

簡易水道事業 224,000    △182  223,818 

下 水 道 事 業 3,429,000    △18,221  3,410,779 

農 業 集 落 
排 水 事 業 

1,368,000    △5,769  1,362,231 

公 設 地 方 
卸 売 市 場 

68,000      68,000 

小 計 26,704,000 1,998 98,123 0 47,053 98,367 26,949,541 

合   計 73,304,000 84,359 1,059,897 39,257 1,369,022 2,146,745 78,003,280 
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(2) 補正予算の内容 

 下半期中の補正予算の主な内容は次のとおりです。 

 

第 2 回臨時会補正予算 

一般会計(補正 3 号) 3,925 万 7 千円  

 納 税 管 理 事 務 2,700 万円 過誤納付還付金（法人市民税） 

 奥永源寺道の駅整備事業 1,225 万 7 千円 物件移転補償金 

 

 

12 月補正予算 

一般会計(補正 4 号) 7,276 万 2 千円  

 衆 議 院 議 員 選 挙 費 7,276 万 2 千円 平成 26 年 12 月 14 日 衆議院議員総選挙執行経費 

    

一般会計(補正 5 号) 12 億 4,920 万 7 千円  

 議 会 運 営 事 業 365 万円 議員手当 

 職 員 給 与 費 2 億 5,858 万 5 千円 特別職手当、一般職給料、一般職手当 他 

 県 議 会 議 員 選 挙 費 1,839 万 7 千円 平成 27 年 4 月 12 日 県議会議員一般選挙執行経費 

 障害福祉サービス等給付事業 2 億 3,201 万 8 千円 障害者総合支援介護給付訓練等給付費 他 

 幼保一体化施設・認定こども園整備事業 478 万 3 千円 (仮称)船岡幼児園新築測量・設計監理委託料 

 民間保育所運営支援事業 1,644 万円 広域入所費負担金、運営費負担金 

 学童保育所施設整備事業 40 万円 箕作こどもの家増築設計監理委託料 

 担 い 手 育 成 事 業 2 億 4,494 万 2 千円 農地中間管理機構事業費補助金 

 奥永源寺道の駅整備事業 616 万円 消耗品、庁用器具費 

 土 木 総 務 管 理 事 業 300 万円 橋梁点検業務委託料 

 児 童 生 徒 等 支 援 事 業 300 万円 中学校要保護準要保護生徒援助費 

 コミュニティセンター管理運営事業 7,259 万 6 千円 能登川支所コミュニティセンター駐車場用地購入費 

 文化振興施設管理運営事業 200 万円 機械器具費 

    

特別会計  

 国民健康 保険(事業 勘 定) 5,090 万 2 千円 一般被保険者療養給付費給付事業負担金 他 

 国 民 健 康 保 険 ( 施 設 勘 定 ) 2,273 万 4 千円 職員給与費 他 

 後 期 高 齢 者 医 療 24 万円 職員給与費 

 介 護 保 険 △265 万 1 千円 職員給与費 

 簡 易 水 道 事 業 △18 万 2 千円 職員給与費 

 下 水 道 事 業 △1,822 万 1 千円 職員給与費 

 農 業 集 落 排 水 事 業 △576 万 9 千円 職員給与費 
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３月補正予算 

一般会計(補正 6 号) 8,319 万 1 千円  

 防 犯 対 策 事 業 1,529 万 9 千円 施設用地購入費 他 

 バ ス ・ 鉄 道 対 策 事 業 570 万円 コミュニティバス運行業務委託料 

 民間保育所運営支援事業 1,144 万 4 千円 運営費負担金、広域入所費負担金 

 病 院 事 業 会 計 支 出 金 3 億 4,398 万 8 千円 病院事業会計負担金 

 奥永源寺道の駅整備事業 5,000 万円 奥永源寺道の駅整備工事 

 道 路 新 設 改 良 事 業 453 万 9 千円 滋賀県施工土木事業負担金 

 街 路 事 業 △4 億5,443 万9 千円 街路整備工事委託料、物件移転補償金 他 

 非 常 備 消 防 事 業 800 万円 報償金、費用弁償 

 市営住宅建設整備基金積立金 9,280 万 5 千円 市営住宅建設整備基金積立金 

    

一般会計(補正 7 号) 9 億 1,664 万 9 千円  

 協 働 の ま ち づ く り 事 業 275 万円 住み続けたい地域づくり交付金 

 企 画 調 整 事 業 1,000 万円 地方版総合戦略策定支援業務委託料 

 移 住 促 進 推 進 事 業 1,022 万 7 千円 若年層結婚移住推進事業委託料 他 

 学 童 保 育 所 運 営 事 業 2,000 万円 学童保育所経営安定化補助金 

 雇 用 対 策 事 業 1,100 万円 県外就職説明会事業委託料、就労トライアル助成金他 

 担 い 手 育 成 事 業 2 億 9,154 万 4 千円 農地中間管理機構事業費補助金 他 

 農 業 経 営 安 定 対 策 事 業 300 万円 青年就農給付金 

 商 業 活 性 化 事 業 1 億 5,500 万円 プレミアム商品券発行事業委託料 

 中 学 校 施 設 整 備 事 業 3 億 7,276 万 1 千円 中学校校舎等改築工事 他 

    

一般会計(補正 8 号) 10 億 4,853 万 8 千円  

 学校給食センター整備事業 10 億 4,853 万 8 千円 学校給食センター整備工事 他 

    

特別会計  

 国民健康 保険(事業 勘 定) 9,486 万 7 千円 一般被保険者療養給付費給付事業負担金 他 

 介 護 保 険 350 万円 システム改修業務委託料 

 

 

 

  



 

4 
 

(3) 予算の執行状況 

 平成 27 年 3 月 31 日時点での各会計及び一般会計歳入・歳出の執行状況については、次のとおりです。 

 

各会計執行状況 

（単位：千円） 

  
予算現額 

収入済額 支出済額 

金 額 収入率 金 額 執行率 

 一 般 会 計 51,053,739 43,333,990 84.9% 36,234,311 71.0% 

特 
 

 
 

 

別 
 

 
 

 

会 
 

 
 

 
計 

国民健康保険 
（ 事 業 勘 定 ） 

11,191,807 9,112,945 81.4% 10,060,621 89.9% 

国民健康保険 
（ 施 設 勘 定 ） 

1,969,434 954,527 48.5% 960,244 48.8% 

後 期 高 齢 者 
医 療 

992,240 929,990 93.7% 926,677 93.4% 

介 護 保 険 7,731,232 5,800,757 75.0% 6,577,342 85.1% 

簡易水道事業 223,818 84,516 37.8% 168,112 75.1% 

下 水 道 事 業 3,410,779 1,185,015 34.7% 2,906,926 85.2% 

農 業 集 落 
排 水 事 業 

1,362,231 322,429 23.7% 1,149,292 84.4% 

公 設 地 方 
卸 売 市 場 

68,000 36,513 53.7% 56,867 83.6% 

小 計 26,949,541 18,426,695 68.4% 22,806,086 84.6% 

  合   計 78,003,280 61,760,682 79.2% 59,040,397 75.7% 
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一般会計歳入 

（単位：千円） 

款 
予   算   現   額 収   入   済   額 

金   額 構 成 比 金   額 収 入 率 

市 税 16,273,000 31.9% 16,440,549 101.0% 

地 方 譲 与 税 340,000 0.7% 326,367 96.0% 

利 子 割 交 付 金 24,000 0.0% 27,818 115.9% 

配 当 割 交 付 金 22,000 0.0% 93,907 426.9% 

株式等譲渡所得割交付 1,000 0.0% 59,970 5997.0% 

地 方 消 費 税 交 付 金 1,150,000 2.3% 1,125,680 97.9% 

ゴルフ場利用税交付金 40,000 0.1% 43,782 109.5% 

自動車取得税交付金 50,000 0.1% 50,177 100.4% 

地 方 特 例 交 付 金 85,000 0.2% 75,417 88.7% 

地 方 交 付 税 11,570,737 22.7% 12,007,878 103.8% 

交通安全対策特別交付 20,000 0.0% 1,625 8.1% 

分 担 金 及 び 負 担 金 622,210 1.2% 596,629 95.9% 

使 用 料 及 び 手 数 料 452,271 0.9% 497,301 110.0% 

国 庫 支 出 金 5,878,938 11.5% 4,628,593 78.7% 

県 支 出 金 3,510,172 6.9% 2,058,775 58.7% 

財 産 収 入 103,823 0.2% 35,756 34.4% 

寄 附 金 3,300 0.0% 9,920 300.6% 

繰 入 金 2,905,375 5.7% 500,477 17.2% 

繰 越 金 762,837 1.5% 1,187,166 155.6% 

諸 収 入 1,691,403 3.3% 1,497,199 88.5% 

市 債 5,547,673 10.9% 2,069,000 37.3% 

計 51,053,739 100.0% 43,333,990 84.9% 
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一般会計歳出 

（単位：千円） 

款 
予   算   現   額 支   出   済   額 

金   額 構 成 比 金   額 執 行 率 

議 会 費 285,966 0.6% 274,985 96.2% 

総 務 費 6,660,559 13.0% 4,491,072 67.4% 

民 生 費 15,084,621 29.5% 12,447,262 82.5% 

衛 生 費 4,606,274 9.0% 3,362,365 73.0% 

労 働 費 116,529 0.2% 87,693 75.3% 

農 林 水 産 業 費 2,531,667 5.0% 1,224,981 48.4% 

商 工 費 1,114,656 2.2% 682,338 61.2% 

土 木 費 3,893,167 7.6% 1,482,214 38.1% 

消 防 費 1,620,217 3.2% 1,476,711 91.1% 

教 育 費 8,242,148 16.1% 4,649,920 56.4% 

災 害 復 旧 費 70,229 0.1% 96,336 137.2% 

公 債 費 5,868,795 11.5% 5,735,975 97.7% 

諸 支 出 金 928,911 1.8% 222,451 23.9% 

予 備 費 30,000 0.1% 0 0.0% 

計 51,053,739 100.0% 36,234,311 71.0% 
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２ 基金、市債及び一時借入金の現在高並びに住民の負担概況 

(1) 基金、市債及び一時借入金の現在高について 

基金の現在高 

基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用することで、条

例により定められた特定の目的に応じ、運用や処分等を行うことができます。 

基金名称 現在高 設置目的 

財 政 調 整 基 金 64 億 1,419 万円 市財政の調整と健全な運営に資するため 

減 債 基 金 53 億 8,241 万円 
市債の償還などに必要な財源を確保し、将来にわた
る財政の健全な運営に資するため 

退 職 手 当 基 金 39 億 4,862 万円 
退職手当の資金を計画的に積立て、市財政の健全
な運営に資するため 

公 共 施 設 整 備 基 金 37 億 230 万円 
義務教育施設、公益施設その他公共施設の整備に
資するため 

ふ る さ と 創 生 基 金 2 億 1,152 万円 
自ら考え自ら行う地域づくり事業の健全な運営に資
するため 

こ ど も 未 来 夢 基 金 2,730 万円 
次代を担うこどもたちが未来に夢をもち、豊かな心を
育む施策に資するため 

医 学 奨 学 基 金 2,339 万円 医学分野の修学援助事業を行うため 

図 書 館 本 の 森 基 金 7,126 万円 図書館資料等の充実を図るため 

地 域 福 祉 基 金 7 億 8,942 万円 地域福祉の増進に資するため 

墓 地 管 理 基 金 6,237 万円 墓地の適正な管理運営に資するため 

水 源 対 策 基 金 5,064 万円 
広域的な水源かん養機能の整備促進を図り、水資
源対策の振興に資するため 

ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 4,640 万円 
土地改良施設の多様な機能の維持及び増進に係る
住民の共同活動の活性化を図るため 

市 営 住 宅 建 設 整 備 基 金 2 億 4,329 万円 
市営住宅又はその共同施設の建設、修繕又は改良
に資するため 

木 地 師 村 整 備 基 金 6,535 万円 
木地師村整備事業及び皇学園跡地利用の健全な運
営に資するため 

み ん な で 育 む ま ち づ く り 基 金 41 億 969 万円 
市民との協働による「うるおいとにぎわいのまちづく
り」を進めるため 

ふ る さ と 寄 附 基 金 375 万円 ふるさと寄附金を適正に管理するため 

医 療 施 設 体 制 整 備 基 金 30 万円 
病院及び医療施設並びに医療設備の整備又は改廃
その他地域医療体制の整備に充てるため 

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 6 億 1,240 万円 国民健康保険財政の健全な運営に資するため 

国民健康保険診療所管理運営基金 1 億 1,221 万円 
国民健康保険診療所の管理運営その他財源の不足
を生じたときの財源を積み立てるため 

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 3 億 9,794 万円 介護保険財政の健全な運営に資するため 

簡 易 水 道 施 設 基 金 947 万円 簡易水道施設の健全な運営に資するため 

下 水 道 事 業 減 債 基 金 3 億 8,757 万円 
下水道事業債に必要な財源を確保し、将来にわたる
下水道事業の健全な運営に資するため 

農業集落排水処理施設管理基金 2 億 1,081 万円 
農業集落排水処理施設の健全な維持管理に資する
ため 

土 地 開 発 基 金 ※ 14 億 5,460 万円 
公用に供する土地のため、あらかじめ取得することに
より、事業の円滑な執行を図るため 

物 品 調 達 基 金 ※ 514 万円 
物品の集中購買を実施することで、物品の取得、管
理の事務を円滑かつ効率的に行うため 

福 祉 資 金 貸 付 基 金 ※ 24 万円 福祉資金の貸付けを行うため 

土 地 改 良 施 設 整 備 基 金 2 億 2,197 万円 土地改良施設の整備を計画的に推進するため 

合 計 285 億 6,431 万円  

※現金のみの残高を記載しており、土地・貸付金・動産の残高は含みません。 （平成 27 年 3 月 31 日現在） 
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市債の借入現在高見込額の状況 

（単位：千円） 

会計 区分 
平成 26 年度末 

現在高見込額 
構成比 

一 般 会 計 

１ 普通債   

 ( 1 ) 総 務 521,449 0.5% 

 ( 2 ) 民 生 195,721 0.2% 

 ( 3 ) 衛 生 362,344 0.4% 

 ( 4 ) 労 働 - 0.0% 

 ( 5 ) 農 林 582,432 0.6% 

 ( 6 ) 商 工 - 0.0% 

 ( 7 ) 土 木 3,883,248 4.1% 

 ( 8 ) 公 営 住 宅 365,448 0.4% 

 ( 9 ) 消 防 82,158 0.1% 

 (10) 教 育 3,502,668 3.7% 

 (11) 同 和 対 策 - 0.0% 

 (12) 諸 支 出 金 - 0.0% 

 (13) 住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 - 0.0% 

２ 災害復旧費   

 ( 1 ) 土 木 - 0.0% 

 ( 2 ) 農 林 水 産 - 0.0% 

３ その他   

 ( 1 ) 辺 地 対 策 債 226,425 0.2% 

 ( 2 ) 減 税 補 て ん 債 930,463 1.0% 

 ( 3 ) 臨 時 税 収 補 て ん 債 121,068 0.1% 

 ( 4 ) 臨 時 財 政 対 策 債 22,410,988 23.5% 

 ( 5 ) 減 収 補 て ん 債 47,727 0.0% 

 ( 6 ) 減 税 補 て ん 借 換 債 - 0.0% 

 ( 7 ) 合 併 推 進 債 608,870 0.6% 

 ( 8 ) 合 併 特 例 債 21,807,834 22.8% 

 ( 9 ) 緊 急 防 災 ・ 減 債 事 業 債 2,451,800 2.6% 

小   計 58,100,643 60.9% 

国民健康保険 

（ 施 設 勘 定 ） 

１ 病院事業   

 ( 1 ) 診 療 所 整 備 事 業 債 58,459 0.1% 

 ( 2 ) 病 院 整 備 事 業 債 231,048 0.2% 

 ( 3 ) 医 療 機 器 整 備 事 業 債 35,400 0.0% 

２ 合併特例事業債   

 ( 1 ) 診 療 所 整 備 事 業 債 829,900 0.9% 

小   計 1,154,807 1.2% 
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（単位：千円） 

会計 区分 
平成 26 年度末 

現在高見込額 
構成比 

簡易水道事業 

１ 水道事業債   

 ( 1 ) 簡 易 水 道 事 業 債 861,812 0.9% 

２ その他   

 ( 1 ) 辺 地 対 策 事 業 債 8,770 0.0% 

小   計 870,582 0.9% 

下 水 道 事 業 

１ 下水道事業債   

 ( 1 ) 公 共 下 水 道 事 業 債 21,585,116 22.6% 

 ( 2 ) 流 域 下 水 道 事 業 債 4,190,274 4.4% 

 ( 3 ) 下 水 道 高 資 本 費 対 策 借 換 債 17,786 0.0% 

 ( 4 ) 下 水 道 高 金 利 対 策 借 換 債 - 0.0% 

 ( 5 ) 資 本 費 平 準 化 債 3,332,093 3.5% 

２ 災害復旧費   

 ( 1 ) 流 域 下 水 道 事 業 債 12,600 0.0% 

小   計 29,137,869 30.5% 

農 業 集 落 
排 水 事 業 

１ 農業集落排水事業債   

 ( 1 ) 農 業 集 落 排 水 事 業 債 4,642,020 4.9% 

 ( 2 ) 資 本 費 平 準 化 債 1,533,782 1.6% 

小   計 6,175,802 6.5% 

公 設 地 方 
卸 売 市 場 

１ 市場事業債   

 ( 1 ) 卸 売 市 場 整 備 事 業 債 29,196 0.0% 

小   計 29,196 0.0% 

合計 95,468,899 100.0% 

 

 

（単位：千円） 

会計 
平成 26 年度末 

現在高見込額 

水道事業 2,639,930 

病院事業 1,575,377 

企業会計 合計 4,215,307 

総合計（一般会計＋特別会計＋企業会計） 99,684,206 
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一時借入金の現在高 

年度途中に支出が収入を上回り歳計現金に不足が生じた場合、その不足を補うため、予算で定めた限

度額の範囲内で金融機関等から一時的に借り入れるお金を一時借入金といい、その借入状況は次のとお

りです。 

（単位：千円） 

会計名 借入区分 借入額 借入期間 借入先 利率 

一 般 会 計 歳計現金一時借入 1,000,000 H27.3.30～H27.5.28 退職手当基金 0.25％ 

一 般 会 計 歳計現金一時借入 1,100,000 H27.3.30～H27.5.28 減債基金 0.18％ 

一 般 会 計 歳計現金一時借入 700,000 H27.3.30～H27.5.28 財政調整基金 0.095％ 

国民健康保険 

（ 事 業 勘 定 ） 
歳計現金一時借入 900,000 H27.3.30～H27.5.28 減債基金 0.18％ 

国民健康保険 

（ 事 業 勘 定 ） 
歳計現金一時借入 600,000 H27.3.30～H27.5.28 財政調整基金 0.095％ 

下 水 道 事 業 歳計現金一時借入 700,000 H27.3.30～H27.5.28 財政調整基金 0.095％ 

（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

(2) 住民の負担概況について 

市民負担の状況 

 市が各種の事業を行う上で、必要な経費の大部分は市民のみなさんから納めていただく市税でまかなっ

ています。その他、受益者から直接負担していただく市の施設の使用料や各種手数料があります。 

 平成 26 年度（平成 27 年 3 月 31 日現在）に収入した市税は 164 億 4,055 万円で、全収入中の 37.9％を

占めています。これを市民一人当たりの額でみると、14 万 2,304 円の市税負担となります。 

 同じく使用料及び手数料は 4 億 9,730 万円で、全収入中の 1.1％となり、市民一人当たり 4,304 円となり

ます。 

 

市民一人当たりの市債額 

 市債は道路・学校・社会体育施設の建設など多額の経費を要し、その事業効果が後年度に及ぶもので、

その経費を後年度の市民の負担とすることが適当な建設事業の財源として、国や金融機関などから長期

にわたって借り入れる借金です。 

 市債の平成 27 年 3 月 31 日現在高見込み（公営企業会計に属するものを除く一般会計・特別会計の合

計）では、954 億 6,890 万円です。 

これを市民一人当たりの額でみると、82 万 6,349 円となります。 

 

市民一人当たりの基金額 

 基金は後年度の健全な財政運営や特定の目的のための預金です。 

 基金の平成 27 年 3 月 31 日の現在高は 285 億 6,431 万円です。これを市民一人当たりの額でみると、

24 万 7,244 円となります。 
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３ 平成 27 年度当初予算の概要について 

 平成 27 年度予算は、厳しい財政状況への対応が迫られる中、今後の市政運営において早急に解決す

べき課題にしっかり対応するため、「東近江市グランドデザインレポート OGR２０１４」の基本政策に基づき、

事業を着実に推進するための予算となりました。 

 予算総額は、前年度に比べて 2.3％増の 799 億 5,714 万 3 千円で、一般会計の予算額は 492 億円と、前

年度に比べ 5.6％の増となっています。 

 

各会計予算の状況 

 

 

 

平成27年度
予算額　Ａ

平成26年度
予算額　Ｂ

差引増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

一般会計 49,200,000 46,600,000 2,600,000 5.6

国民健康保険特別会計（事業勘定） 12,345,000 10,967,000 1,378,000 12.6

国民健康保険特別会計（施設勘定） 1,079,000 1,936,000 △ 857,000 △ 44.3

後期高齢者医療特別会計 1,020,000 992,000 28,000 2.8

介護保険特別会計 8,112,000 7,720,000 392,000 5.1

簡易水道事業特別会計 269,000 224,000 45,000 20.1

下水道事業特別会計 3,545,000 3,429,000 116,000 3.4

農業集落排水事業特別会計 1,402,000 1,368,000 34,000 2.5

公設地方卸売市場特別会計 47,300 68,000 △ 20,700 △ 30.4

計 27,819,300 26,704,000 1,115,300 4.2

水道事業会計 2,592,167 2,701,246 △ 109,079 △ 4.0

病院事業会計 345,676 2,161,762 △ 1,816,086 △ 84.0

計 2,937,843 4,863,008 △ 1,925,165 △ 39.6

79,957,143 78,167,008 1,790,135 2.3

特
別
会
計

企
業
会
計

合計
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一般会計予算の状況 

 
 

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

1 ○ 市税 16,320,200 33.2 16,273,000 34.9 47,200 0.3

2 地方譲与税 320,000 0.7 340,000 0.7 △ 20,000 △ 5.9

3 利子割交付金 24,000 0.0 24,000 0.1 0 0.0

4 配当割交付金 30,000 0.1 22,000 0.0 8,000 36.4

5 株式等譲渡所得割交付金 6,000 0.0 1,000 0.0 5,000 500.0

6 地方消費税交付金 1,680,000 3.4 1,150,000 2.5 530,000 46.1

7 ゴルフ場利用税交付金 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

8 自動車取得税交付金 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

9 地方特例交付金 75,000 0.2 85,000 0.2 △ 10,000 △ 11.8

10 地方交付税 10,950,000 22.3 10,950,000 23.5 0 0.0

11 交通安全対策特別交付金 20,000 0.0 20,000 0.0 0 0.0

12 ○ 分担金及び負担金 298,094 0.6 622,972 1.3 △ 324,878 △ 52.1

13 ○ 使用料及び手数料 1,590,655 3.2 452,271 1.0 1,138,384 251.7

14 国庫支出金 5,521,363 11.2 5,846,880 12.5 △ 325,517 △ 5.6

15 県支出金 3,358,932 6.8 2,561,631 5.5 797,301 31.1

16 ○ 財産収入 104,853 0.2 103,068 0.2 1,785 1.7

17 ○ 寄附金 24,635 0.1 2,000 0.0 22,635 1,131.8

18 ○ 繰入金 1,729,184 3.5 2,425,075 5.2 △ 695,891 △ 28.7

19 ○ 繰越金 200,000 0.4 200,000 0.4 0 0.0

20 ○ 諸収入 1,382,984 2.8 1,344,803 2.9 38,181 2.8

21 市債 5,474,100 11.1 4,086,300 8.8 1,387,800 34.0

22 49,200,000 100.0 46,600,000 100.0 2,600,000 5.6

23 ○　うち自主財源 21,650,605 44.0 21,423,189 46.0 227,416 1.1

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

24 個人市民税 5,238,000 32.1 5,197,000 31.9 41,000 0.8

25 法人市民税 1,620,500 9.9 1,400,500 8.6 220,000 15.7

26 固定資産税 7,905,700 48.4 8,109,700 49.8 △ 204,000 △ 2.5

27 軽自動車税 299,400 1.8 288,400 1.8 11,000 3.8

28 市たばこ税 780,000 4.8 800,000 4.9 △ 20,000 △ 2.5

29 入湯税 9,000 0.1 10,000 0.1 △ 1,000 △ 10.0

30 都市計画税 467,600 2.9 467,400 2.9 200 0.0

31 16,320,200 100.0 16,273,000 100.0 47,200 0.3

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

32 消防債 4,700 0.1 0 0.0 4,700 皆増

33 辺地対策事業債 29,700 0.5 150,900 3.7 △ 121,200 △ 80.3

33 臨時財政対策債 2,000,000 36.5 2,400,000 58.7 △ 400,000 △ 16.7

34 合併特例債 3,439,700 62.8 1,535,400 37.6 1,904,300 124.0

35 5,474,100 100.0 4,086,300 100.0 1,387,800 34.0合計

（市税の内訳）

（市債の内訳） （単位：千円、％）

合計

平成27年度 平成26年度

平成27年度 平成26年度

合計

平成27年度 平成26年度

【歳入】 （単位：千円、％）

（単位：千円、％）
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差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

1 301,059 0.6 285,766 0.6 15,293 5.4

2 4,708,362 9.6 5,995,946 12.9 △ 1,287,584 △ 21.5

3 16,215,362 33.0 14,488,695 31.1 1,726,667 11.9

4 4,043,198 8.2 4,210,045 9.0 △ 166,847 △ 4.0

5 113,249 0.2 108,768 0.2 4,481 4.1

6 2,711,567 5.5 1,971,718 4.2 739,849 37.5

7 575,054 1.2 849,741 1.8 △ 274,687 △ 32.3

8 4,017,747 8.2 4,347,615 9.3 △ 329,868 △ 7.6

9 1,667,290 3.4 1,610,738 3.5 56,552 3.5

10 8,767,073 17.8 6,718,041 14.4 2,049,032 30.5

11 5,927,144 12.0 5,868,795 12.6 58,349 1.0

12 122,895 0.2 114,132 0.2 8,763 7.7

13 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

14 49,200,000 100.0 46,600,000 100.0 2,600,000 5.6

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

15 □ 7,492,436 15.2 7,303,149 15.7 189,287 2.6

16 7,929,392 16.1 7,469,582 16.0 459,810 6.2

17 145,367 0.3 130,765 0.3 14,602 11.2

18 □ 9,222,654 18.7 7,884,212 16.9 1,338,442 17.0

19 補助費等 5,649,773 11.5 5,340,915 11.5 308,858 5.8

20 一部事務組合 2,735,034 5.6 2,741,239 5.9 △ 6,205 △ 0.2

21 その他 2,914,739 5.9 2,599,676 5.6 315,063 12.1

22 普通建設事業 6,870,300 14.0 6,853,327 14.7 16,973 0.2

23 補助事業 3,949,774 8.0 1,959,655 4.2 1,990,119 101.6

24 単独事業 2,920,526 5.9 4,893,672 10.5 △ 1,973,146 △ 40.3

25 □ 5,927,144 12.0 5,868,795 12.6 58,349 1.0

26 121,113 0.2 112,060 0.2 9,053 8.1

27 39,592 0.1 45,961 0.1 △ 6,369 △ 13.9

28 5,772,229 11.7 5,561,234 11.9 210,995 3.8

29 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

30 49,200,000 100.0 46,600,000 100.0 2,600,000 5.6

31 22,642,234 46.0 21,056,156 45.2 1,586,078 7.5

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

32 5,217,761 88.0 5,050,175 86.1 167,586 3.3

33 709,383 12.0 818,620 13.9 △ 109,237 △ 13.3

34 5,927,144 100.0 5,868,795 100.0 58,349 1.0合計

□　うち義務的経費

合計

（公債費の内訳）

貸付金・出資金

繰出金

予備費

元金償還金

利子償還金

（単位：千円、％）

平成27年度 平成26年度

【歳出】　性質別 （単位：千円、％）

平成27年度 平成26年度

合計

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

公債費

積立金

【歳出】　目的別 （単位：千円、％）

平成27年度 平成26年度

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

公債費

諸支出金

予備費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費


